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国連貿易開発会議と

日本の立場
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告・・・・・・わが固および先進1卦にはきびしい内
容•… ••1Uj題になる 1 次産品の扱い方と特忠
制度・・・・・・まちまちな意見の先進困偏・・・・・・苦
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閲述貿易開発会議がジ ・ュネーフで1)りかれている。 6月

15日まで約3カ月問，本会議のほかに専門委員会に分か

れて、低開発国貿易問凶が論議されるわけだが，ーロに

いっ・て，この会議は経済的に行き詰まってきた低開発臣l

の賀易をふやし，経済成長を高めることを目的とした国

際協力策を打ち出そうとするものである。そして会議！Jfl

催にこぎつけた経過からみて，低開発国が先巡国をつき

上げる会議といえそうだ。低淵発固はこの会議に大きな

期待をかけているが，自由先進国ク•')レープの差別待遇に

悩まされているソ述も，かなりの熱慈を示している。 2

月の第 3回郎備委員会最終日に提出されたプレピッシュ

事務局長報告はこのような低開発国の主張を大祢itこと

り入れたもの―というより，主張そのものということ

もでき，先進国がそれをそのまま受け入れることはでき

ないといわれている。しかし先進国としても，これをま

ったく無視できないところに，この問題の探刻さが感じ

られるのである。

いわゆる「南北問題」が生じたのは，辿本的には先進

国の経済発展にくらぺて，低叫発国のそれが立ち遅れて

いるという事実に基づいているが，最近とくにクローズ

アップされたのは低開発国の発言力が大きくなってきた

ことによるものともいえよう。今回の会議に参加する国

述加盟と専門機関加盟国， fl•123 カ国のうち，国述加盟

113カ国の 69%,78カ国が低開発国であるという事実か

らも，その発言力の大きさがわかるだろう。そのうえ若

干なりとも低開発貿易に依存している先進国にとり，低

I紺発国を冷淡I•こ扱って怒らせてしまっては，今後の貿易

に悪影密を与えることになるし，低開発諸国を共産脳側

に追いやる結果になってはとり返しがつかなくなるわけ

で，こんな事梢からも先進国は低1開発国のいい分に耳を

頷けざるをえないとこるである。

．今回の会議を契機に，低開発国の貿易が促進され，経

済開発がすすむならば，わが国を含め世界全体の利益に

なることはいうまでもない。まして低I}り発国貿易の割合

が大きいわが国にとって好ましいことであることはり1ら

かである。通関統計でみる低開発国1付け愉出は， 1962年

の22億5700万ドル（総條出の45.88%）から， 1963年には

25億5200万ドル(46.85%）にふえている。したがって低

附発国の経済力l句上や，購買力の附大が，ただちにわが

固の輸出や経済全般にはね返ってくる関係にあり，わが

国が低l}月発国の貿易と経済の発股を支持するのは当然(/)

ことである。このためわが国は従来からガットでも基本

的に低開発国へ協力するという方針をとって送ており，

今回の会諮にも， i）ii向きに協力する姿勢でのぞむ必要が

あるとされているわけである。

とこるが，低l)fl発国の主要産品．である 1次脱品に対す

るわが国の｛屈要は， i必近伸び悩みの鋲1&Jにあり，低1}り発

国の楠出している軽工業中心の製品，半製品は，わが固

叫命出と競合する関係にある。しかもわが国は中進国を

脱皮してしだいに先進国へすすんでいく困難な過程で，

多くの先進揺lからはさまざまな愉入制限を受けている。

生産性が低く国際競争力にも乏しい旅業をかかえている

わが国が，こうした困難をどのように乗り切って，低開発

国に協力していくか，政府も苦しんでいるとこるである。

会議はブレビッシュ報告をもとにして展1mされるが，

そのなかでプレビッシュ事務局長は，先進国側が犠牲を

払うべき制疫（Iりな多くの措r6．を提案している。その内容

は，（1）低1)り発国の 1 次産品について，消~'iの減少をもた

らさない限樅で価格を引き上げる。同時に先進国は倫入

目慄を設定すべきであり，甜品協定の締結を必要とす

る，（2）低1}り発国製品の愉出促進のために．，貿易腸窟の除

去と，特恵の許与を行なう，（3）補依融狩11JIJ庶を創設する

とともに，｛it務繰り延ぺを行なう，（4）ガットとは別に，

国際貿易機関 (ITO.)の設立を目探とする，（5)j膨成（lり

な特忠集団を形成し，東西貿易の拡大にもつとめる一一

などからなっている。

プレビッシュ報告に対して，先進国はァ総こ悠進的す

ぎると批判しているほか，さまざまな反応を示している。

低開発賊のなかでも開発程駆の低いアフリカの語国

は， 1次産品の取り扱いに深いOO心を示し，工業化のす

すんでいるインド，プラジル，アラブ述合などは，製品，

半製品に対する特恵問題を瓜視している。共産閥諸国は

先進国中心の既存の諸機構に対する低叫発国の不邸嗅

乗し， I MF,ガットなどを非難して， ITOの構想を

実現させようとの気構えである。

先進固側では，アメリカと ✓cれに近い考え方をし—cv:

るイギリスなどのグ）レープと， EECグ）レープの間には

郷1（迩点が多い。アメリ．力はガットを中心に劣え， 111：年春
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ガット恨l僚会議で決定した「実行計画」のラインを．祁

頂，低開発国に対して特恵を与える’ことに反対である。

ィギリスは大筋でアメリカ的な考え方をしているが，特

恋では，いまの英述邦特、也程度のものなら認める姿勢で

ある。これに対し， EECはフランス案，・ペルギー案で

プレビッシュ報告に似た部分もみせているが，・基本的に

はやはり，アフリカとの関係を念頭におき，これに布利

な提案をしているものといえる。

こうした各固の態｝度に対して，わがK目の考え方はどう

か。基本的にはiiijにふれた通りであるが，政府の苦しん

でいる姿をもう少しこまかくみてみよう。

まず低開発国から(/'..>l 次産，1111買い付け問J~では， プレ

ピッシュ報告にあるように，国際価格を引き上げると楡

入国であるわが国としては多額の外貨流出となり，すぐ

国際収支に特いてくる。たとえば， 1962年の場合，わが

国の 1次産品楡入総額は41低7000万ドルで， うち低1開発

国からは21億3000万ドル (Sl.l%）愉入しているが， も

し低開発国から楡入する（11li格が 11nl引き上げられたとす

ると，その分だけで 2億ドル以上の外貨を必吸とし，た

だでさえ致易収支で赤字のわが国にとっては， さらに赤

字幅を」性大させ・る結果になる。また愉入IH裏の設定につ

いても，愉入11ill庶上わが国が特別措骰をとりうる余地が

なく，現在でも低叫発国からの割高な 1次産品が，府11安

なアメリカ，カナダ，ォーストラリアなどの先進国から

の輸入にとってかわられつつあるのが実梢である。現在

楡入を制限している 1次産品の輸入拡大を約束すること

も，わが国農業と競合する点からムリな話。

そこで実際に会議でわが国が主張するラインとして

(・i,1次産品の甜要拡大につとめる；岱味で，先進国にあ

る貿易障害を除き，低聞発国産品の市場を大きくするこ

と，価格変動に対しては崩品協定で安定をはかること，

というのがせいいっぱい。具体的にはガットの実行計画

を実施することによって問題を解決しようと考えている

のである。

特恵にしても，低1附発国の全製品に対し， 10年間撫税

叫輯をとるというプレピッシュ報告の考え方を受け入

れるわけにはいくまい。わが国の軽工業品はアメリカ

などの第三国市場でしだいに東南アジアの低開発繭製品

に押されているが，このうえ低開発国産品に特恵を与え

ると，ますますわが国())綸UIOO述産業tこ打撃を与えるこ

とになる。このためわが国としてもわが国への影孵を少

しでも柔らげるため，対抗的に提案を出すべきであると

の窒気が強くなっている。つまり，特；也を与えるのは1卦
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別，品1;l別にし，低附発函が国際競争力を持っていない

製品だけ， JU1問を1ぶ切って実施しようという考え方で，

これによって特恵による地域プロック化がすすむのを防

ぎ，わが！乱の軽工梁品などの愉illiti場ll.：．辿を避けようと・

しているわけである。

補償融賓問題では，ブレビッシュ報告によると交易条

件(/)悪化による過去の仕t失まで，利益を得た先進国がh|j

償せよという。わが国はかなり交易条件で“得＂をした

国であるからこの構想がまともに具体化すると，わが国

の財政負担tまきわめて大きなも(/)になってし虫う。しか

もこれは従来の経済援助にプラスして支払うぺきも(/)と

いう構紐であるから，先進国の仇担はいっそう大きくな

り，わが国をはじめ母とんどの先進国())受け入れがたい

ものであろう。．

低1片1発固や共産l器グ）レープはガットに代わって ITO

の設立を要求しているが，わが国はガットの改り’'．．で十分

であるとの立場をとっている。新しい機構を設け，ここ

で低l附発1卦対策を検討するとなると，反先進l祠側の勢力

が大きくなり，先進屈IO)国内4濯fを無視した方向が打ら

出される恐れが強いからである。

政府の考え方はおよそ以上のようなものだが，斜l|」に

なると各省ro1ではまたニュアンスの異なった慈見を持っ

ている。たとえば通産省が特忠には1関題点が多いので，

1次産品の開発愉入や経済協力をすすめるぺきであると

しているのに対し，設林省では 1次産品の倫入増hl1には

煉問が横たわっていると主張し，外務省は •1せ界の大勢

と，国際協謂を考えて，前lbJきに考えようとしていると

いったぐあいである。しかし1せ界の態勢がどの方向に1月

くかわからない現状で，わが国が栢極的な政策を示す段

階ではないという意；見が強い。このため， この会議tこの

ぞむわが国の態度を決めるために 3月18日に開かれた政

府¢)関係閣僚会議では「前向きの姿勢でのぞむが，個々

の問題点については，なりゆきをみながら浜揺に対処す

る」という基本方針を決めただけで，あとは会議の進行

をにらみながらわが国の考え方を打ち出すことになった

わけだ。

いずれにしても，今回の会議を契機1こ，低開発国1閉題

が囲内問題と密接に関辿づけて検討され，問題点が認識

されるようになったことは，今回の会議の成果ともいわ

れる。このことは，低l}fi発国対策を現尖に結央させるこ

とよりも，今回はまず先進国tこ広く低洲発国問題を理解

させることが，一つのねらいであるということな滋味す

るのかもしれない。 （もJ:日新聞社紐梢祁 祈火帆八）
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